
新型コロナウイルスの感染拡大により、モノづくり企業を取り巻く経営環境
はわずか数カ月の間に一変しました。「戦後最大の経済危機」ともいわれる現
在の状況を、モノづくり企業はいかに切り抜け、コロナ禍が収束した後の「ポ
スト・コロナ」「ウィズ・コロナ」の時代をどう生きるべきなのでしょうか。
これを知る有力な手掛かりになりそうなのが、経済産業省が2020年 5月
に発表した「2020年版ものづくり白書」です。
同書では、「激動の時代」「不確実性の時代」に日本の製造業が進むべき方向
性について、示唆に富む提言がなされています。その編纂を担当した経済産
業省の住田 光世氏をお招きし、ビジネスエンジニアリング（B-EN-G）社長
の羽田 雅一氏とラティス・テクノロジー社長の鳥谷 浩志氏も交え、モノづ
くり企業がこれから進むべき道について大いに語り合ってもらいました。

「2020年版ものづくり白書」編集キーパーソンと語る

動き出すDX
No Digital, No Transformationの新常態

巻頭         座談

Con v e r s a t i o n

オーディナリー・ケイパビリティ ダイナミック・ケイパビリティ

目的 技能的効率性 顧客ニーズとの一致
技術的機会やビジネス機会との一致

獲得方法 買う、あるいは構築（学習）する 構築（学習）する
構成要素 オペレーション、管理、ガバナンス 感知、捕捉、変容
ルーティン ベスト・プラクティス 企業固有の文化・遺産
経営上の重点 コストコントロール 企業家的な資産の再構成とリーダーシップ
優先事項 「ものごとを正しく行う」 「正しいことを行う」
模倣可能性 比較的模倣できる 模倣できない
結果 効率性 イノベーション

適応（最適化） （感知、補足）変容

「オーディナリー・ケイパビリティ」と「ダイナミック・ケイパビリティ」の相違点図1

上野　「2020年版ものづくり白書」の中で極めて重
要なキーワードとして取り上げられていたのが、

「ダイナミック・ケイパビリティ（企業変革力）」です。

これは一体どのようなものなのでしょうか。

住田　今回のものづくり白書を編纂するに当たっ
て最も重要視したのが、「不確実性が高まる世界に

おいて日本の製造業はどうあるべきか」という点

でした。検討開始時、世界経済は米中貿易摩擦

に代表される急激な情勢変化によって多大な影

響を受けていました。さらに遡ると、米国大統領

選挙や英国のEU離脱など、少し前までは想像す

らできなかったような大きな変化の波にさらされ

ています。しかもこうした変化は、決して一過性

のものではありません。「不確実性指数」という指

標で統計を取ってみると、2008年からずっと続

いてきたトレンドであることが分かります。従っ

て今後も引き続き、不確実性の高い状態が続い

ていくことが考えられます。

鳥谷　昨今の新型コロナウイルスの感染拡大に
よって、さらに不確実性は増していますね。

住田　おっしゃる通りです。こうした状況に対し
てモノづくり企業が対応していくために備えるべき

不確実性の高い時代の
モノづくりに欠かせない
「ダイナミック・ケイパビリティ」

能力として、ダイナミック・ケイパビリティを今

回の白書では取り上げました。ダイナミック・ケ

イパビリティはカリフォルニア大学バークレー校

のデビッド・J.・ティース教授が提唱している経

営学の学説で、企業が環境変化に柔軟に対応し

ていくためには「センシング（機会の感知）」「シージン

グ（機会の補足）」「トランスフォーミング（事業の変革）」

の3つの取り組みを通じて、組織内外の経営資源

を再構築し続ける能力を身に付ける必要があると

されています。

このダイナミック・ケイパビリティと対になる概念

が「オーディナリー・ケイパビリティ」で、こちらは

変化が少ない安定した世界を前提として、主に事

業の効率化を通じて利益を最大化するという考え

方です。最もコストを下げられる手法を世界中の拠

点に横展開して、全体のコストの最小化を目指すよ

うなやり方がこれに当たります。一方ダイナミック・

ケイパビリティは、各拠点で個別に周囲の環境変化

を素早く感知して、それに対応できるよう柔軟に変

化していくようなやり方を重視します。不確実性が

高い時代においては、当然のことながら後者の方が

環境により適応できると考えられます（図1）。

※この対談はラティス・テクノロジー社、ビジネスエンジニアリング社および図研の共同企画です。
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上野　ダイナミック・ケイパビリティのような考え方
を実践するには、やはりITの力を借りて経営の柔軟

性や俊敏性を向上させる必要がありますね。

住田　はい。デジタル技術を使って環境変化の兆候
をいち早く掴んだり、将来動向のシミュレーションを

行うといった取り組みが不可欠になってきます。こ

れを「製造業のデジタルトランスフォーメーション

（DX）」と言い換えても差し支えないと思います。

上野　「攻めのIT」と言い換えることもできますね。
エンジニアリングITの歴史をあらためて振り返って

みると、1970年代に初めて「CAD」が世に出た当時は

「ITはあくまでも業務効率化やコスト削減の道具」とい

う位置付けで、いわば「守りのIT」の考え方が主流で

した。それが2000年代に入って、3D技術を使った「デ

ジタルモックアップ」技術が登場してきたあたりか

ら、徐 に々攻めのITへと移り変わってきました。さら

に「モジュラーデザイン」や「デジタルツイン」といった

技術が登場するにつれ、デジタル技術を活用して積

極的に収益に貢献する設計開発の気運が高まってき

ました。さらに現在では、エンジニアリングITの長

年のテーマであった「設計と生産の連携」もデジタル

技術によって可能になってきています（図2）。

住田　設計と生産をデジタル技術によってつなげる
取り組みは、モノづくり企業のDXを進める上で極め

て重要ですし、ダイナミック・ケイパビリティを高め

る上でも欠かせない考え方だと思います。

鳥谷　設計と製造の間の情報連携についていえば、
欧米では設計工程で3Dモデルを高い品質で作成し

て、それをそのまま製造工程で製造します。一方、

日本では、設計工程で作成する3Dモデルの完成度

は低く、結局製造現場には図面や部品表の形で仕

様を渡すのですが、現場がその内容を精緻に解釈

し、設計と適宜すり合わせを行うことで製品の完成

度を高めていきます。欧米が設計で完成度を高め

るのに対して、日本はモノづくり現場で完成度を高

めるわけですね（図3）。

エンジニアリングチェーンの
DXを実現するために
必要なこととは？

羽田　確かに欧米のERPベンダーの製品などを見
ると、設計から製造への情報に乱れや不足が生じ

ないのがベストであると考えているように見えます。

逆方向となる、製造から設計へフィードバックする

ような経路は、極力無くす方針で考えられているよ

うですね。

住田　不確実性が高まっている状況においては、
現場からすぐに情報を設計に反映するアジャイル

な手法で柔軟に開発できる方が強いと思います。こ

の強みを生かすことが、日本の製造業がこれから

生きる道だと思います。

上野　でも実態はといえば、上流の設計と下流の製
造を往来する情報の質が、まだ貧弱なのです。今後

もこれまでのように、現場の対応力に頼っている限り

は、いつまで経っても日本のモノづくりは「紙の図面」

や「現地現物」の文化から抜け出せず、エンジニアリ

ングチェーンのデジタル化は一向に進みません。そ

の点、コロナ禍以降は現場に出向くことが難しくなっ

てしまったので、否応なしに現地現物からデジタル

に移行せざるを得なくなりましたね。

鳥谷　そうですね。社員の安全を守りつつ事業を
継続させていくためには、現地現物に頼らずともデ

ジタルの3Dモデルを使って設計や検証を行える環

境に移行するしかありません。そのためにラティス・

テクノロジーでは、「3Dデジタルツイン」というコン

セプトを打ち出しています。形状データを含む3D

モデルに、従来の図面が含んでいたような各種の

製造データもあわせて含めることによって、実機を

そのまま置き換えられる3次元モデルを作成します。

これを設計と製造の間で自由に流通させることで

「デジタルすり合わせ」の推進や、デジタル技術を

使った現場力の強化が可能になると考えています。

住田　これまでは、製造現場で加えられた修正内
容が設計部門と共有されずに、設計図と完成物が

一致しないまま商品化されるケースもままあったと

聞いています。でも3Dデジタルツインのような技

術が普及すれば、現場で加えた修正が即座に設計

と共有できるようになりますね。それによって、ダ

イナミック・ケイパビリティの能力も高めていくこと

ができます。

経済産業省

住田 光世氏
株式会社図研

上野 泰生
2020年6月まで、経済産業省 製造産業 ものづくり政策審議室にて、「2020年
版ものづくり白書」の編集に携わる。７月より、電力・ガス取引監視等委員会 取引
監視課 取引制度企画室に異動。課長補佐として活躍している。

株式会社図研 専務取締役。図研プリサイト立ち上げを経て2020年４月、図研の
営業活動を統括する事業本部長に就任。前職では3Dデータと連携した部品表シ
ステムや、AIを実装したナレッジシステムの事業開発を自ら推進。現職では、図研
グループ全体での新ビジネス領域開拓も担当。

エンジニアリングITの変遷図2 欧米／日本型の開発手法の違い図3

年代 テーマ エレキCAD メカCAD 成果

1970 図面による
製品情報伝達

論理配線図、物理配線図作画、
部品表作成

構造図、断面図作画（2D）、
部品表作成

手書き図面よりも高精度な作画で正確な情報伝
達が可能に

1980 設計データと
NC機器との連動

作画データから版下、
ドリルデータ出力

作画データから
金型直彫(2.5D)

設計と生産データの同一化でリードタイム短縮
と手戻りが削減

1990 ルールベース設計 物理的、電気的配線ルール拘束設計 寸法、幾何拘束設計（3D） 一定の設計ルールが守られ品質が向上

2000 コンピュータ上で
デザインレビュー

エレキ・メカ3Dデジタルモックアップ デジタルモデルを使った品質の作り込みが部門
横断で実施回路動作解析 応力解析

2000 設計と生産連携 部品情報とCADライブラリをマスターで繋げて、
設計と手配を一体化

・代替部品含む手配部品構成を出力し戦略的
 購買に貢献、設計変更精度・時間を向上
・原価情報を取り込み設計段階でコストを概算

2010 設計のモジュラー化 回路ブロック運用 モジュラー部品運用 製品提案力アップで受注確率上昇

2010 デザインレビューの
高度化

・部品情報と軽量3Dモデルを繋げた、
 誰でも見えるBOMの運用
・VRやMRを活用した工場の再現

・部品の標準化、生産の早期準備や営業・企画
 など技術部門以外での横断的な意志入れ
・現地現物の仮想化

2015 デジタルツイン 電気的振る舞いの予測 物理現象の連成解析 エレキ・メカをデジタルで再現し、様々な事前評
価を実施することでQCDが向上

2020 生産IT連携 自社・委託先工場の設備情報マスタを備えた
工程部品表を設計と生産の両側から運用

・生産を考慮した設計、最適生産工場の選択
・間接費含むコスト試算で販売戦略を高度化
・柔軟なリソース配分、現場力伝承、BCP対策

守
り
の
Ｉ
Ｔ

攻
め
の
Ｉ
Ｔ

設計 製造

欧米型
設計で
完成度を高める

日本型 各種シミュレーション モノづくり現場で完成度を高める

試作機による検討

設計評価

組立検討

製造性評価

後工程は徹底的自動化

製造へ「図面＋部品表」

設計3Dモデル：高い完成度
PLM

3D形状
構成
PMI

製品3Dモデル：低い完成度
CAD

3D形状

部品表

構成
設計へフィードバック（現物擦り合わせ）
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ラティス・テクノロジー株式会社

鳥谷 浩志氏
ビジネスエンジニアリング株式会社

羽田 雅一氏
ビジネスエンジニアリング株式会社(B-EN-G) 取締役社長｡ 同社独立前から
「mcframe」の企画・開発、営業に携わり、一貫して製造業の自動化、高度化、デジタ
ル化を推進。2015年6月常務取締役CMO/CTO等を経て2020年4月より現職。

上野　欧米の製造業では、設計と製造は明らかに
ヒエラルキー構造を形成していますが、日本の製

造業は製造現場にとても優秀な人が配置されてい

ますから、それをちゃんと活用した方がいいという

ことですね。そしてそのためには、デジタル化を進

めて情報の流通を促進しなければなりません。

羽田　日本企業の弱点はむしろ、経営に優秀な人
材がいなかったところにあったと思います。以前は

「ITのことなんて全然わからないから」と堂 と々公言

する経営者が本当に多かったのですが、最近の製

造業ではこうした状況はかなり変わってきましたね。

経済産業省から2018年に「DXレポート」が出された

あたりから、経営者の間でも「ITについて真剣に考

えなければいけないのでは？」という感覚が共有さ

れ始めているような気がします。

住田　コロナ禍も相まって、これだけ不確実性が
高い状況下では、どうしても企業の投資意欲は冷え

込んでしまいます。私たちはこれを最も危惧し、「不

確実性が高い時代にこそ、ダイナミック・ケイパビ

リティ向上のための投資が必要なのです」という

メッセージを今回の白書に込めました。

羽田　かつてのリーマンショックや東日本大震災
の時は、どの企業も「今投資するなんてめっそうも

ない！」という雰囲気だったのですが、今回のコロナ

禍では私が見聞きした限り、どの企業もデジタル投

資の意欲はさほど衰えていないように見えます。も

ともとDXやデジタル化に対する意欲が高かった企

業は、今後も継続的にIT投資を続けていくのではな

いでしょうか。

羽田　エンジニアリングチェーンだけではなく、
サプライチェーンのデジタル化も極めて重要に

なってくると思います。サプライチェーンは物流

拠点や輸送手段など、物理的なファシリティを多

く抱えていますから、コロナ禍による影響はエンジ

ニアリングチェーンより甚大です。現在のこの状

況に対応していくためには、根本的な価値の転換

が必要だと考えています。これまでの効率性重視

のサプライチェーンの考え方から、柔軟性や強靭

性を重視する考え方へとシフトし、成果指標も見

直していかなくてはなりません。ダイナミック・ケ

イパビリティ、つまり変化への対応力を高めるた

めには、物理的な物流拠点を再編するとともに、

デジタル技術を積極的に取り入れて現在と将来を

正確に見通せる手段を手に入れる必要がありま

す。そのためにB-EN-Gでは現在、ERPやIoT、

AI、5Gといった先進技術を取り入れて、デジタ

ル武装した機動力のある製造業を目指す「ものづく

りデジタライゼーション」を標榜し、さまざまなソ

リューションを展開しています。

上野　世の中一般におけるサプライチェーン分野
でのデジタル化は、現在どの程度まで進んでいる

のでしょうか？

羽田　弊社の大手製造業のお客様に関して言え
ば、ようやく半分がサプライチェーンのシステム

化を済ませたところです。従って、まだまだサプ

ライチェーンのデジタル化の余地は残っています。

さらに、先ほど上野さんと鳥谷さんがお話しされ

たエンジニアリングチェーンのデジタル化も進め、

生産技術のデジタル化を実現して日本の製造業の

強みを拡大していくことで、DX実現への道が拓け

ると考えています。例えば、弊社のERP製品

「mcframe」をお客様に提案する際も、従来はお客

様のプロセスに合わせて大幅なカスタマイズを施

すのが常だったのですが、今では作り込みを最小

化してなるべく標準機能を使うよう推奨していま

す。こうしてシステム構築・運用にかかるお金や

人を節約することで、より多くのリソースをDXや

攻めのITに投入できるようになるわけです（図4）。

上野　さきほどの「設計と製造の情報連携」を実現
するために、図研とB-EN-Gで共同出資して設立し

た合弁会社「ダイバーシンク」から「EM-Bridge」とい

うBOPシステムを提供しています。この製品を導

入することで、設計部門は製造部門の情報を、製

造部門は設計部門の情報を高い自由度で見ること

ができるようになりました。

羽田　この製品が登場したことによって、「真のプロ
ダクトライフサイクルマネジメント（PLM）」がようや

く実現できたと考えています。設計と製造の情報を

一気通貫で見られるようになったことで、製品ごと

の原価や収益性もより正確に把握できますから、日

本企業が苦手とする終売や撤退の決断も客観的な

データを基に迅速に行えるようになるはずです。

上野　設計側から見ても、製造側の情報が見える
ことで「製造しやすい設計」「部品の代替が効きやす

い設計」を自然と心がけるようになると思います。そ

の結果、例えば今回のコロナ禍のような不測の事態

に直面しても、柔軟にサプライヤや製造拠点を変

えられるようになるでしょう。

住田　まさにダイナミック・ケイパビリティを高
める取り組みに他なりませんね。ちなみにとある

国内メーカでは、コロナ禍で中国の製造拠点が閉

鎖された際、東南アジアの他の拠点で代わりに

生産しようと思ったところ、BOMの整備に時間

がかかって結局実現できなかったそうです。この

例のように、これまではIT化やデジタル化の取り

組みにふたをして「見て見ぬふり」をしてきたモノ

づくり企業が多かったと思いますが、コロナ禍を

機にぜひこうした課題にもきちんと目を向けて、

DX実現に向けた第一歩を踏み出していただきた

いですね。

上野　「見て見ぬふり」については我々ITベンダー
にも責任があります。抜本的な課題をつき詰める

より、お客様に言われたことや、できそうなことを

まずこなすのが我々の仕事と考えてきたきらいが

少なからずあります。今回のコロナ禍を奇貨とし

てお客様ともう一度課題の本質を見直し、それに

私たちがどう応えていけるか、今日の対談であら

ためて知恵を絞っていきたいと思いました。本日

はどうもありがとうございました。

DXの進化に追随するために図4

「レガシー化しない」mcframeへ

サプライチェーンマネジメント（SCM）の特性：
顧客の強みの部分をカスタマイズ

作り込みの機能を最小化し、
できるだけ標準機能を活用する
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カスタム
部分標準機能

カスタム
部分

標準機能

協調領域

差別化領域

サプライチェーンの
デジタル化もまだまだ道半ば

ラティス・テクノロジー株式会社、代表取締役社長、理学博士。株式会社リコーで
3Dの研究、事業化を推進。1998年より現職。超軽量3D技術の「XVL」の開発指
揮後、3Dによる製造業のデジタル・トランスフォーメーション（DX）で最先端を走る。
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